
         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                          

   

 

大阪府最低賃金を２８円引上げ 時間額９６４円に 

 

 大阪地方最低賃金審議会（会長 服部 良子）は、本日（８月５日）、大阪労働局長

（井上 真）に対し、大阪府最低賃金を本年１０月１日から２８円引上げて、時間額

９６４円に改正決定することが適当であるとの答申を行った。 

 

１ 大阪地方最低賃金審議会は、本年７月３日に大阪労働局長から、大阪府下の全労

働者に適用される「大阪府最低賃金」の改正についての諮問を受け、調査審議を重

ねてきたが、８月５日、時間額を現行の９３６円から２８円引上げ（引上率２．９

９％）、９６４円に改正決定することが適当であるとの答申を行った（別添答申文） 

 

２ 同審議会においては、中央最低賃金審議会の「令和元年度地域別最低賃金額改定

の目安について（答申）」、賃金実態調査結果等のデータを基に慎重に審議を重ねた

結果、「大阪府最低賃金」について、２８円引上げることが適当であるとの結論に

至ったものである。 

   

３ 大阪労働局としては、この答申の内容について本日付けで公示を行い、本年８月

２０日までに関係労働者及び関係使用者から異議の申出がない場合は、答申どおり、

改正決定を行う予定である（官報に公示）。 

大阪労働局労働基準部賃金課 
電話 ０６－６９４９－６５０２ 大 阪 労 働 局 発 表 
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 令和元年８月５日 

 

大 阪 労 働 局 長 

   井 上 真  殿 

大阪地方最低賃金審議会 

会 長  服 部 良 子 

 

大阪府最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 当審議会は、令和元年７月３日付け大労発基０７０３第１号をもって貴職から諮問のあ

った大阪府最低賃金の改正決定について、専門部会を設け、特に女性労働者及びパートタ

イム労働者の賃金水準の引上げに配慮の上、慎重に調査審議を重ねた結果、同部会におい

て、全会一致をもって、下記のとおりとする結論に達したのでここに答申する。 

 なお、今回の答申に当たっては、大阪府最低賃金の改正の中小企業・小規模事業者に与

える影響が益々大きくなることを踏まえ、生産性向上支援等の強化を厚生労働省、経済産

業省、国土交通省をはじめとする関係省庁が連携して効果的に行うことを国に強く求める

とともに、これまでの取組を踏まえて、引き続き、①影響の及ぶ中小企業等を十分把握し

た上で、的確な周知広報、履行確保に努めること、②中小企業等に対する生産性向上等の

支援措置については、省庁および関連する団体等と連携し、より一層、計画的、効果的に

周知し、利活用の促進、支援に努めること、③行政機関が民間企業に業務委託を行ってい

る場合に、年度途中の最低賃金額改定によって委託先における最低賃金の履行確保に支障

が生じることがないよう、行政機関に対して発注時に特段の配慮が行われるよう要請する

こと、④不公正な商取引により中小企業等の賃金支払能力が不当に下げられている場合も

あることから、公正な取引慣行の確立、関係法令遵守の徹底を図ること、⑤以上の取組状

況については、中小企業等に対する支援措置の利活用の状況を含め検証を行い、当審議会

の場において報告すること、を要望する。 

 

記 

 

  １ 適用する地域 

    大阪府の区域内 

  ２ 適用する使用者 

    前号の地域内で事業を営む使用者 

  ３ 適用する労働者 

    前号の使用者に使用される労働者 

  ４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

    １時間９６４円  

  ５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

    精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

  ６ 効力発生の日  

    令和元年１０月１日 

○写  



（参考） 

 

１ 答申のあった時間額               ９６４円 

 

２ 現行の時間額                  ９３６円 

   

３ 引上げ額                     ２８円 

   

４ 引上げ率                   ２．９９％ 

   

５ 賃金の引上げが必要な労働者数（※１）  約２７５，０００人 

 

６ 地域別最低賃金額の推移（別紙） 

 

７ 地域別最低賃金決定の仕組み（別紙） 

 

８ 影響率（※１）（※２）              ２２．５％ 

 
 
（※１）令和元年６月分賃金を対象に実施した「最低賃金に関する実態調査」に基づく数字であ

る。なお、調査対象事業所は「製造業」及び「情報通信業」は１００人未満、「卸売業, 

小売業」、「学術研究, 専門・技術サービス業」、「宿泊業, 飲食サービス業」、「生活関連

サービス業, 娯楽業」、「医療, 福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」は３０人

未満の常用労働者を雇用する民営事業所。 

（※２）影響率とは、指定賃金額を改正した後に、改正後の最低賃金額を下回ることとなる労働

者の割合のこと 



別紙

年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

時間額 ６９９円 ７０３円 ７０３円 ７０３円 ７０４円 ７０８円 ７１２円 ７３１円 ７４８円 ７６２円

引上げ額
（時間額）

４円 ４円 ０円 ０円 １円 ４円 ４円 １９円 １７円 １４円

引上げ率 0.58% 0.57% 0% 0% 0.14% 0.57% 0.56% 2.67% 2.33% 1.87%

年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

時間額 ７７９円 ７８６円 ８００円 ８１９円 ８３８円 ８５８円 ８８３円 ９０９ 円 ９３６円 ９６４円

引上げ額
（時間額）

１７円 　　７円 　　１４円 １９円 １９円 ２０円 ２５円 ２６円 ２７円 ２８円

引上げ率 2.23% 0.90% 1.78% 2.38% 2.32% 2.39% 2.91% 2.94% 2.97% 2.99%

地域別最低賃金額の推移



        ■  最低賃金審議会の調査審議に基づく地域別最低賃金決定の仕組み

都道府県労働局長が行う事項

最低賃金審議会が行う事項

労働者又は使用者が行う事項

(元.8.5)

（元.7.3） （元.7.3）    (元.8.5) (元.8.21) (元.8.21)         (元.8.30)       (元.10.1)
予定 予定                     予定                        予定

(注）
労働者又は使用者が異議を申し出る場合には、異議の内容及び理由を記載した異議申出書を公示のあった日から15
日以内(審議会方式による場合)に都道府県労働局長に提出することにより行うこととされている。
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